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関係機関の取組 札幌管区気象台 

防災気象情報の適時適切な発表及び伝達 

適時適切な予報、警報その他の情報を発表するとともに、防災関係機関等に伝達

し、災害の防止・軽減に努めた。 

台風説明会を開催し、報道機関を通じて道民に対する広報を行うとともに、防災

関係機関に対して防災気象情報の解説を実施した。 

北海道災害対策本部が設置された８月２２日には、道民に対し強い危機感を伝え

るため、道庁知事会議室において北海道と合同で台風説明会を実施した。 

   
 

道庁と各（総合）振興局においてＴＶ会議システムを通じて実施された北海道災

害対策本部員会議等の席上で気象解説を実施するとともに、地方気象台所在地の

（総合）振興局に職員を派遣し、災害対策本部員会議等に同席させ、各地域におけ

る補足説明を行った。また、北海道開発局災害対策本部会議において気象解説を実

施した。 

   
 

復旧担当者・被災者向け気象支援資料の提供 

道内において特に被害が多大であった地域の復旧担当者・被災者向けに、市町村

ごとに特化した天気予報や週間天気予報を提供した。 

また復旧工事担当者向けに、二次災害防止の一つの手段として、１ｋｍメッシュ

による解析雨量を用い、実況や予測雨量が定めた基準を超過した場合に「被災地域

雨量判定メール」の配信を実施した。 
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 道は災害対策本部員会議の公開や知事の定例記者会見により、道災害対策本部における

救出救助活動や被害情報に関する定期的な報道発表を実施した。 

 また、道災害対策本部指揮室内に設置したホワイトボードにより、最新の被害情報など

をリアルタイムで情報提供したことにより、外部からの照会対応業務を軽減させることが

できた。 

 

 

 通常は、気象台単独で気象説明会を行うが、異例の事態を受け、道と札幌管区気象台が

合同で、広く道民向けに危機感を伝えるために台風説明会を初めて実施した。 

 

 

 市町村が道の防災情報システムに災害情報等を入力すると、Ｌアラートに反映し、報道

機関等に情報が伝達され、一般の住民にも周知が図られるが、市町村によっては、システ

ムへの入力に時間を要し、結果として、住民への情報伝達に遅れが生じた。 

（また、インバウンド受入体制の充実などを考慮すると、外国人に対する広報や被害情報

等の伝達手段が少ないことも課題である。） 

 

 
 外部からの問い合わせについては、対応窓口を決めるなど、人員の効率化や回答の統一

化を図った市町村があった。 

 それに対して、市町村によっては、報道機関からの取材や関係機関、一般住民からの問

い合わせが防災担当職員に集中したことにより、電話対応業務が膨らみ、災害対応に支障

を来した市町村があった。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  災害対応の最新情報を頻繁に道や開発局のホームページに掲載することによ

り、迅速で幅広い情報提供ができたほか、報道向けに道災害対策本部指揮室内

において、リアルタイムに情報を提供することで、外部からの照会対応業務を

軽減できた 

評価  広く道民に向け危機感を伝えるため、道と札幌管区気象台による報道機関及

び防災関係機関を対象とした合同台風説明会を初めて実施した 

課題  市町村によっては、道防災情報システムへの入力に時間を要し、住民への情

報伝達に遅れが生じた 

評価  外部からの問い合わせの対応窓口を決めて効率化を図った市町村がある 

課題 一方、外部からの電話対応業務が膨らみ、災害対応に支障を来した市町村が 

   あった 
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住民に危機が迫っていることを迅速に伝えるために、Ｌアラートを通じた情報発信を正

確・迅速に行う必要がある。 

このことにより、携帯キャリアによるエリアメールが発信されるのは勿論、ＮＨＫデー

タ放送やＣＡＴＶ、コミュニティＦＭなど様々なメディアを通じ、道民に対して、積極的

かつ迅速に情報を伝えることができる。 

（外国人に対する広報のあり方について、検討することが必要である。） 

 

 
住民等からの問い合わせ窓口をあらかじめ決めることで、業務を効率的に進める環境を

作るとともに、住民にとってきめ細やかな対応ができる体制を整えることが必要である。 

また、対外的な広報窓口として、専任のスポークスマンを配置するなど、広報対応の強

化が必要である。このことにより、発災から応急対応、復旧へと至る過程において、被災

者のニーズを満たす双方向のコミュニケーションによる広報・広聴活動が行うことができ

る。 

そして、Ｌアラート等を通じた警戒情報等の一方的かつ速やかな情報提供と併せて、状

況に応じた効果的な広報対応が期待できる。 

道災害対策本部指揮室では、報道機関専用の情報提供スペースを確保するなど、リアル

タイムの情報提供やきめ細かい対応を心掛けることが必要である。 

 

 
道または市町村は、道民や報道機関に対して、計画的かつ積極的に広報することが必要

である。また、効果的な広報活動・情報提供を行うためには、情報の送り手、送る手段、

情報の受け手、それぞれの特徴を把握し、うまく機能することが大切である。 

そのために、研修や訓練を実施するなど、平常時からの取組が必要である。 

 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

広報対応の体制強化と適時適切な住民への広報活動の実施 

提言①  状況に応じた積極的かつ迅速な住民への広報活動の実施 

     【道・市町村・事業者】 

提言②  問い合わせ窓口の決定と報道機関への広報対応の強化 

     【道・市町村・事業者】 

提言③  能動的な広報の方法を習得するための研修や訓練の実施 

     【道・市町村】 
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上下水道施設対策計画 

 上水道については、大規模災害により長期間断水となることは、生活の維持に重大な支

障が生ずるものであり、下水道については、市街地での内水による浸水は、家屋等財産に

損害を与えるばかりでなく、人命をも脅かすものである。これらの状況に陥ることを防ぐ

ため、水道事業者及び下水道事業者は、被災した施設の応急復旧等についての計画を予め

定めておくほか、災害に際して、対策を講じて速やかに応急復旧し、住民に対する水道水

の供給や生活用水の確保に努めるとされている。 

 また、水道事業者及び下水道事業者は、水道施設に被害が生じた場合は、その被害状況

及び復旧見込み等について広報を実施し、住民の不安解消を図るとともに、応急復旧まで

の対応についての周知を図ることとされている。 

 

給水計画 

 災害発生に伴う水道施設の損壊により、生活用水が枯渇して飲料に適する水を得ること

ができない者に対する生活用水の供給及び給水施設等の応急復旧に関する計画をあらかじ

め策定することは重要である。 

 道においては、市町村の水道施設等が被災し広範囲にわたって断水となったときは、自

衛隊その他関係機関の応援を得て応急給水についての調整を図るとともに、復旧資機材の

調達の調整、給水開始の指導を行い、市町村においては、給水活動を迅速かつ円滑に実施

するための応急給水体制を確立し、地域住民の生活用水及び医療機関等の医療用水を確認

するとともに、給水施設等の応急復旧を実施するとされている。 

 給水方法としては、給水車等により住民に給水することと定められているが、市町村自

ら飲料水の供給を実施することが困難な場合は、他市町村又は道へ飲料水の供給等の応援

を要請するものとし、水道施設の円滑かつ迅速な復旧支援の実施のために、道は公益社団

法人日本水道協会北海道地方支部との間で覚書を交わしている。 

 

電力施設災害応急計画 

 災害時の電力供給のための応急対策については、北海道電力株式会社及び電源開発株式

会社は、電力施設及び設備被害の軽減、復旧の迅速化を図るため、防災業務計画等によっ

て対策を講じている。 

 具体的には、所定の系統に従い、社内外の情報を収集し、復旧対策を樹立するとともに、

停電、復旧見込みなどの状況について、当該市町村及び道に連絡するとともに、災害によ

る停電及び使用制限に当たっては、停電状況及び復旧見込み等を直接又は報道機関を通じ

て速やかに道民に周知を図ることとされている。 

 

 

ライフラインの被害及び復旧、並びに各事業者間の連携等 

〈検証の視点：ライフラインの被害及び復旧状況、 

復旧に関する各事業者間の連携〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目９：ライフライン 
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 ライフラインに関する指定公共機関及び指定地方公共機関においては、表３－９－１の

とおり処理すべき事務又は業務が定められている。 

 

 

■表３－９－１：ライフラインに関する主な指定公共機関・指定地方公共機関の業務等 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 

東日本電信電話（株） 

北海道事業部 

非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電報電話の

利用制限を実施し、重要通信の確保を図ること 

（株）ＮＴＴドコモ 

北海道支社 
非常及び緊急通信の取扱いを行うほか、必要に応じ電話の利用

制限を実施し、重要通信の確保を図ること 
ＫＤＤＩ（株） 

北海道総支社 

ソフトバンク（株） 

北海道電力（株） 

（１）電力供給施設の防災対策を行うこと 

（２）災害時における電力の円滑な供給を行うよう努めること 

（３）ダムの放流等についての関係機関との連絡調整をおこなう

こと 

ガス事業者 
（１）ガス供給施設の防災対策を行うこと 

（２）災害時におけるガスの円滑な供給を行うよう努めること 

 

 

 

断水等の状況 

 土砂崩れや河川氾濫等により、取水施設の流失や導水・配水管の破損等が発生し、延べ

１９市町村、約１３，０００戸で断水し、市町村によっては、２週間から３週間の断水状

態となった（図３－９－１参照）。 

 

 
■図３－９－１：全道の断水状況と断水の影響が大きかった主な市町村 

 

２ 今回の主な対応 

 

１～１０

１１～１００

１０１～５００

５０１～１０００

１００１～

全道の断水状況 断水の影響が大きかった主な市町村 
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 また、自衛隊、北海道開発局、日本水道協会道東地区（釧路市、帯広市、北見市）による

応急給水や日本水道協会による仮復旧への助言、洗管計画の策定、洗管作業を実施した。 

 

停電等の状況 

 暴風や土砂崩れにより送電線が遮断され、全道で大型停電が発生した。特に台風第１０

号に伴う停電については、延べ１５３，９３８戸が停電し、復旧までは４日程度を要し、

その間、住民生活に大きな影響を与えた。北海道電力が順次復旧作業を実施したが、復旧

に時間を要したことから、自家用発電機や移動電源車により電力を確保した（図３－９－

２参照）。 

 

 

■図３－９－２：台風第１０号（８／３０～９／２）に伴う停電 

 

 

通信の状況 

 橋の崩落、強風、倒木等による断線、停電による基地局障害等の影響を受け、通信網が

断線、不通となったことから、北海道総合通信局による移動通信機（衛星携帯電話）の貸

与や事業者による移動基地局車や自家用発電機等の対応により、電源を確保した（表３－

９－２参照）。 
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■表３－９－２：北海道総合通信局による通信途絶時における貸出機材一覧 

 

 

 

 

道内配備数

写真 サイズ、連続通話時間、待受時間など （※全国配備数）

衛星携帯電話 サイズ：　縦196mm×横180mm×厚さ39mm 2台

ワイドスターⅡ（据置） 連続通話時間：　２．２時間 （100台）

連続待受時間：　２６時間

衛星携帯電話
サイズ：　高143mm（アンテナ収納時）×幅55mm x奥行 30
mm

1台

イリジウム（ハンディ機） 連続通話時間：　４時間 （50台）

連続待受時間：　３０時間

衛星携帯電話 サイズ：　縦297mm×幅399mm x厚さ51 mm 1台

インマルサットＢＧＡＮ（据置） 連続通話時間：　２．５時間 （50台）

連続待受時間：　３６時間

衛星携帯電話
サイズ：　高170mm（アンテナ収納時）×幅54mm×奥行
39mm

2台

アイサットフォン・プロ（ ハンディ
機）

連続通話時間：　８時間 （100台）

連続待受時間：　１００時間

サイズ：　高149mm（アンテナを除く）×幅58mm×奥行
35mm

５台

連続運用時間：　約１８時間 （280台）

運用範囲：　ＭＣＡエリア内（石狩振興局管内、函館市、旭川
市、帯広市等）

サイズ：　高97mm（アンテナを除く）×幅56mm×奥行
36.6mm

10台

連続運用時間：　約１７時間 （900台）

運用範囲：　数Ｋｍ以内

定格出力：　単相５．５ＫVA
定格電圧：　単相１００V

1台

燃料：　ガソリン（満タン時１／２負荷で３６時間） （7台）

給電対象：　小規模の電気通信設備、放送用送受信設備等

可搬型送信機（送信部と音声部の２ケース分割） 1台

送信部サイズ：幅505mm×高さ302mm×奥行655mm
　　〃　重量　：29.2kg （4台）

音声部サイズ：送信部と同じ
　　〃　重量　：28.7kg

送信可能周波数：  76.1MHzから89.9MHzまで
送信出力：  10Wから100Wまで

 定格入力電圧：  AC100V
 消費電力：　最大270VA

臨時災害放送局用機器

（ＦＭラジオ放送設備）

6 簡易無線（ハンディ機）

災害対策用移動電源車

（小型移動電源車）

3

4

5 ＭＣＡ無線（ハンディ機）

貸出機材名 仕　様　等

災害対策用移動通信機器

1

2

.
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関係機関の取組 北海道電力株式会社 

電力設備の復旧活動等 

８月は台風７、９、１０、１１号が北海道に次々に上陸・接近し、前線と台風の

影響で全道的に激しい風雨となり、道東・道南方面を中心に河川の氾濫、土砂崩

れ、倒木などの影響により、電力流通設備が被害を受け停電（供給支障事故）が発

生した。 

北海道電力では、停電解消に向けた復旧作業は勿論のこと、非常災害対策本部

（本店）・支部（支店）を設置し、各種の情報共有を図ったほか、設備被害、停

電・復旧状況等を取り纏め、国・北海道・市町村ならびに関係機関へ情報提供を行

うとともに、お客さまに対する広報活動や報道機関に対する情報提供を実施した。 

８月１７日の台風７号では、延べ８０，９２３戸が停電したが、全社で延べ１，

１００人以上を動員して復旧作業を行い、１９日の１４時５１分に停電復旧を完了

した。 

８月３０日の台風１０号では、延べ１５３，９３８戸が停電したが、全社で述べ

２，８００人以上を動員して復旧作業を行い、倒木、河川の氾濫、道路通行止など

により復旧が困難な箇所を除いて、９月６日の１８時０４分に停電復旧を完了し

た。 

倒木による断線などが多く、強風の中での作業となり復旧作業は難航したが、夜

を徹しての懸命の復旧作業を行った。 

   

↑ 土砂崩れによる被害（白糠町）  ↑ 復旧対応（足寄町） 

   

↑ 復旧対応（北斗市）       ↑ 高圧移動発電機車による電力供給 

（様似町） 
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関係機関の取組 東日本電信電話株式会社北海道事業部 

ＮＴＴ東日本の対応 

台風７号から始まる４つの連続した台風上陸・接近に対し、台風の上陸前から北

海道全域において警戒態勢を発令し、河川氾濫・土砂崩れ等による通信遮断・広域

停電等に即応する体制を確立。初動においては、全道各所の通信ビルに対し水防扉

（写真１）の閉塞を実施する等、ビル内への浸水防止措置を行った。 

   
↑ 写真１           ↑ 写真２ 

 

台風７号上陸時には、道東エリアで広域停電が発生し、弊社通信ビルに常設して

いる自家発電装置により通信サービスを継続していたが、長時間の発電装置運用に

伴う燃料・バッテリーの枯渇を防止する為、移動電源車（写真２）・携帯型発動発

電機等を道内各地の弊社通信ビルへ搬送し、通信サービスの継続に努めた。また、

台風１０号接近時にも道南方面（函館・室蘭）において更に広範囲に渡り広域停電

が発生したが、限られた台数の移動電源車等を臨機に配置換えする事で、通信サー

ビスを維持することができた。 

 

台風９号では、羅臼町の土砂崩れにより通信ケーブルが切断され、羅臼町の一部

が通信遮断となった。その際、羅臼町様との連携により船舶で可搬型衛星通信機器

を搬送し、避難所へ災害時用公衆電話を設置した（写真３、４）。通信ケーブルの

応急復旧においても、羅臼町様及び関係機関と連携し土砂崩れ地点の土砂上に通信

ケーブルを仮布設（写真５）する等、早期通信確保に努めた。 

   
↑ 写真３              ↑ 写真４ 
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 ← 写真５ 

 

台風１０号では、道内各所で橋の崩落等と共に通信ケーブルが切断された。災害

用無線装置（写真６）の設置や、ドローンを用いた通信ケーブルの仮布設（写真

７）等、早期サービス復旧に努めた。南富良野町様・清水町様における避難所設置

に対しては、車載型衛星通信機器を用いた災害時用公衆電話を設置し、通信ケーブ

ル復旧後にはＷｉｆｉアクセスポイントも設置・提供した。 

   
↑ 写真６            ↑ 写真７ 

 

上記以外の被災も含め、北海道全域で故障に対する未然防止・早期復旧の対応を

行ったが、大規模な河川氾濫による橋・道路の崩落等（写真８、９）により基幹伝

送路が被災し、十勝エリアでは多数のお客様へご迷惑をお掛けした。このような想

定を超える被災経験を踏まえ、災害対策機器の増強、ネットワークの強靭化等の災

害対応力強化を推し進めているところである。 

   
↑ 写真８            ↑ 写真９ 


